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水害常襲地域における流域治水対策の推進について
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水害常襲地域における流域治水対策の推進

○本川からの背水の影響等により水害が多発する地域では、
本川・支川一体の抜本的な対策が必要。

○この場合、支川の改修は、下流側になる本川の改修後の
着手となるため、完了までは長期の期間を要する。

○下流に負荷をかけない遊水地として早期に着手する方法
もあるが、対象地域には河川区域として規制を要し、
集落が点在する場合等、土地利用の状況によっては、
地域の合意が図られないことが想定される。

土地利用状況を踏まえた、早期の安全度確保の方法が必要

令和５年７月の大雨の状況

背景・課題 新規事項

○浸水リスクに晒される地域において、下流の河川整備を待たずに、
早期かつ効率的に家屋における浸水被害の防止・軽減を図るため、
以下の拡充を実施。

事業主体：河川管理者（国・都道府県）
拡充内容：流域治水整備事業（直轄）及び特定都市河川浸水被害対策推

進事業（補助）において、貯留機能保全区域もしくは浸水被害防止区域
内の宅地のかさ上げ、家屋の移転等を実施可能とする。

○ 気候変動に伴う降雨の増大に対し、早期に治水安全度の向上を図るため、「流域治水」の理念に
基づき、地域の合意のもと貯留機能の保全を図りつつ、上下流バランスに縛られず、当該地域で
浸水リスクに晒される家屋の浸水対策を迅速に完了することが重要。

○ このため、浸水リスクに晒される地域において、宅地のかさ上げや家屋の移転等の治水対策を推
進するための制度拡充を行い、治水対策と地域の活動・営みが共生したサステナブルな社会の実
現を目指す。

１．流域治水

新規
事項

※防護対象の住戸10戸以上。ただし、家屋の移転を行う場合は、防護対象の住戸10戸以上かつ移転住戸５戸以上とする。

①：宅地のかさ上げ
②：家屋の移転
③：輪中堤整備
④：越流区間の強化対策

R６新規事項

R６新規事項
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流域治水整備事業実施要綱の一 部改定について

近年、 気候変動の影轡によ り 全国各地で 豪雨災害が激甚化 ・ 頻発化し て おり 、

今後さ ら に、 雨量の増大が見込ま れる 中、 国民の命と 暮ら し を 守る た めには、 治

水対策の抜本的な 強化が急務で ある 。 具体的には、 上流 ・ 下流や本川 ・ 支川等、

流域全体を 俯鰍し 遊水地の整備や河道掘削、 堤防整備と いっ た こ れま で 計画的に

進めて き た 河川等の整備を 一 層加速化する と と も に、 国、 自治体、 企業、 住民

等、 あら ゆる 関係者が協働し て ハ ー ド ・ ソ フ ト の治水対策に取り 組む「 流域治

水」 が重要で あり 、 その実効性を 高め、 強力に推進する た め令和3 年度に特定都

市河川浸水被害対策法等の 一 部を 改正する 法律（ 令和3 年法律第 3 1 号） が施行

さ れた と こ ろ で ある 。

こ れを 踏ま え 、 特定都市河川に指定さ れた 河川における 流域治水を 強力に推進

し て いく た め、 令和4 年4 月よ り 総合治水特定河川事業、 総合内水緊急対策事

業、 土地利用 一 体型水防災事業を 統合 ・ リ ニ ュ ー  アルし 、 土地利用規制等のソ フ

ト 対策を 含む流域水害対策計画に位置付けら れた 国直轄事業を 計画的かつ集中的

に実施し 、 早期に治水安全度を 向上さ せる た めの流域治水整備事業を 創設し た と

こ ろ で ある 。

今般、 浸水リ ス ク に晒さ れる 地域において 、 下流の河川整備を 待た ずに早期か

つ効率的に家展の浸水被害の防止 ・ 軽減を 図る こ と を 目的に、 宅地嵩上げ等や家

届移転を 実施で き る よ う 別 紙のと おり 実施要綱を 改定し た ので 通知する 。



別紙

流域治水整備事業実施要綱

1 事業の目的

流域治水整備事業は、 特定都市河川浸水被害対策法 （ 平成 1 5 年 法 律第 7 7  

号） に離づ き指定さ れた特定都市河川流域で 地方公共団体 等によ る 流域対策と 併

せて 河川の整備を 計画的・ 集 中的に実施する こ と で 、 早期に治水安全度を 向上さ

せ浸水被害を 軽減さ せる こ と を 目的と する 。

2 採択基準

指定区間外の一 級河川のう ち 、特 定都市河川混 水被害対策法 に韮 づく 特定都市

河川流域において 施行さ れる 流域水害対策計画で定めら れた河川改修事業で ある

こ と 。

ただ し 、 令和 3 年 度以前に採択さ れた総合治水対策特定河川事業、 総合内水対

策緊急事業に限り 、 当該事業で継続する も のと する 。

3  エ種

築堤、 護岸、 河道掘削、 水門、 床止め工、 水制、 橋梁、 排水機場、 遊水地、

堰、 輪中堤、 宅地嵩上げ等、 家屋移転 等

な お、 宅地嵩上げ等、 家屋移転の実施にあたっ て 必要な 事項は別添のと おり 定

める 。

4 合 国の費用負担

予算科目 負担率

（ 項） 河川整備事業費

（ 目） 河川改修費

流域治水整備事業 2/3 ※一 般

7/10 ※大規模工事

（ 項） 北海道開発事業質

（ 目） 河川改修質

流域治水整備事業 8/10 ※一 般

8.5/10 ※大規模工事



5令— 流域治水整備事業調書の提出

特定都市河川没水被害対策汰に止づく特定都市河川流域において施行さ れる流

域水害対策計画で定められた河川改修事業を 行おう と す る場合は、 別記様式別禄；

の「 流域治水整備事業調書」 を 提出の上、 本省の確認を 得るも のと す る。





戸のう ち 、 移転住戸を 5 戸以上と する 。

( 4 ) 費用

本事業によ る 事業費が、 本事業を 実施する 区域における 浸水を 防御する ために

必要な 施設整備 （ 堤防整備 等） のト ー タル コス ト よ り も 安価で ある こ と 。

また、 公共用地の取得に伴う 損 失補償基準に準じ 、 宅地嵩上げ 等、 家屋移転に

要する 費用を 算定し 、 いずれか安価な 方を 事業費と する 。 な お、 宅地嵩上げ 等を

行う 場 合は、 必要と な る 施設整備 （ 坂路 等） は、 必要最低限と する こ と と し 、 家

屋移転にかかる 土地の買い取り の費用は対象外と する 。

令和 6 年度に実施する 事業に適用する 限度額は、 宅地嵩上げ 等、 家屋移転のい

ずれも 以下のと おり 。

限度額： 4 2,7 28,4 00円 ／戸

3 . 予算科目

用地費及補償費

4 . 計画への位置付け

本事業が流域水害対策計画に位置付けら れている こ と 。



別記様式 流域治水整備事業調書

都道府県：0 0 県

事業名 0 0 )11河川改修事業

市町村名
(0 0 県）
0 0 市、 △△市、◇◇ 市、・・・・・

事業期間 概ね0 0 年 （うち短期目標： 0 年度、中期目標： 0 年度）

特定都 市河川流域における浸水被害対策の基本方針

く 流域水害対策計画における基本方針を記載 ＞

計画流拡 (mツs) 安 全 度 その他の事項
事

0 0  業 現況 1/0  

規 流域水害対策計画 0 0  1/0  
模

河川整備計画 0 0  1/0  

想定氾濫区域面積 （ha) O O ha 現在の流下能力の割合 0 % 

特 うち農耕地(ha) O O ha 現況の安全度 1/0  
定

うち宅地（ha) O O ha 災害危険区域の有無 有無都
市 想定氾濫区域内の重要公共施設数 0 施設 高齢化率 （％） 0 % 

河
JI I I I 浸水戸数（戸） 0 0 戸 想定氾濫区域内宅地予定面積 (ha) O O ha 
流

I I 軒下浸水戸数（戸） 0 0 戸 想定氾濫区域内開発予定面積（ha) O O ha 
域
に I I 要配慮者利用 施設の有無 有無 ハザードマップの公表の有無 有無
お
け 貯留機能保全区域の指定方針 0 0 町、0 0 町 ほかで検討
る

浸水被害防止区域の指定方針 △0 町、〇口町 ほかで検討
諸
プ 総便益 （B) （億円） 0 0 億円 B/ C ゜

総費用 （C) （億円） 0 0 億円

被災状況（過去10箇年の災害実績） 事業の緊急度（過去3箇年の実績）

浸水頻度（回） 0 回 被害実績の有無 有無

最大浸水戸数（戸） 0 0 戸 水防活動 （回） 0 回

近 軒下浸水戸数（戸） 0 0 戸
年

孤立戸数（戸） 0 0 戸出
水 最大農地浸水面積(ha) O O ha 
状
況 避難指示（避難勧告含む）の有無 有無

重要な公共施設数 0 0 施設

要配慮者利用 施設の有無 有無

交通遮断時間 0 0 時間

短期(0 年度まで） 中期(0 年度まで）

河川対応 河川対応
河道掘削、遊水地整備、排水機場の増強、 河道掘削、遊水地幣備、排水機場の増強、
雨水貯留浸透施設、家屋移転、 etc 雨水貯留浸透施設、宅地嵩上げ等、 etc

＜防護対象戸数＞
0 0戸

うち、移転住戸数： △△戸

く 区域指定＞
貯留機能保全区域、浸水被害防止区域

重
宅

流域水害対策計画への実施検討箇所の位置づけ ゜
点 ※本調書に事業実施箇所及び浸水被害防止区域或いは貯留機能保全区域の範囲 が分かる位置図を付けること
整 地

備 嵩 ①宅地嵩上げ等、家屋移転を組み合わせた対象経費の算出

事 上 計： ●●億円

げ 内訳 宅地嵩上げ等 家屋数： 0 0 戸
業

等 費 用 △△億円

又 家屋移転 家屋数： 0 0 戸

は 費 用 △△億円

家 輪中堤 ※地域の状況に応じて検酎すること

犀 家屋数： 0 0 戸

移 費 用 ：  △△億円

転
の 費 ②事業区域における浸水を防御するために必要な施設幣備との比較
実 用
施 比 く 実施予定案＞宅地嵩上げ等、家屋移転を組み合わせた対象経費
予 較 計： ●●億円
定

く 代替案1> 浸水区域における連続堤整備十下流への負担増への追加対策
計： △△億円

く 代替案2> 溢れる分に相当する上流域でのダム、遊水地等の整備
計： x x 億円

実施予定案が最も安価であることの確認 ゜
事 く 外水氾濫、内水氾濫に対する効果を記載 ＞
業 ・浸水被害の軽減 0 0 戸 被害額の軽減 0 0 億円
効 ・交通途絶の解消 国道0 0 号
果 ・企業誘致予定箇所の浸水解消 O O haなど

本 省 確 甜P L ‘ 日 令和0 0 年0 月0 日


